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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第143期

第２四半期
連結累計期間

第144期
第２四半期
連結累計期間

第143期

会計期間
自　平成27年１月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年１月１日
至　平成27年12月31日

売上高 (百万円) 16,628 14,343 33,340

経常利益 (百万円) 1,845 1,780 4,701

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,051 1,243 2,261

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 1,225 1,185 2,343

純資産額 (百万円) 24,712 26,298 25,830

総資産額 (百万円) 92,066 92,096 103,213

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 8.46 9.99 18.18

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.0 25.8 22.4

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

(百万円) 4,887 1,117 12,404

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

(百万円) △769 △767 △1,307

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

(百万円) △3,636 △2,175 △9,867

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 4,604 3,526 5,352
 

 

 

回次
第143期

第２四半期
連結会計期間

第144期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 5.41 5.84
 

(注)　１.　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につい

    ては記載しておりません。

　　　２.　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３.　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しており

　　 ません。

　　　４.　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１

四半期連結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益」としております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成28年１月～６月）におけるわが国経済は、雇用回復などが景気を下支えしている

ものの個人消費の低迷や円高の進行などにより依然弱含みであり、企業は慎重姿勢を崩しておりません。石油業界に

おいては、製品需要の減少を背景として石油元売り各社が設備過剰を解消するための対策を進める一方で、再編に向

けた取り組みが加速されております。

　このような状況の下、当社京浜製油所ならびに株式会社ジェネックス水江発電所は概ね順調に操業を続けました。

　当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高14,343百万円（前年同四半期比13.7％減）、営業利益1,805百万円（前

年同四半期比7.2％減）、経常利益1,780百万円（前年同四半期比3.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

1,243百万円（前年同四半期比18.2％増）となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

＜石油事業部門＞

昭和シェル石油株式会社と締結している原油精製委託契約に基づき、2,441千キロリットル（前年同四半期比

3.9％減）の原油・原料油を処理しました。売上高は13,079百万円（前年同四半期比17.3%減）、セグメント利益

（営業利益）は1,575百万円（前年同四半期比13.8%増）となりました。

　

＜電気事業部門＞

株式会社ジェネックス水江発電所は定期点検のため一定期間装置の稼働を停止いたしましたが、それ以外の期

間については東京電力株式会社と締結している電力受給契約に基づき安定的に電力を供給いたしました。売上高

は5,504百万円（前年同四半期比25.8%減）、セグメント利益（営業利益）は230百万円（前年同四半期比58.9%

減）となりました。

　

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

四半期報告書

 4/21



 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は92,096百万円となり、前連結会計年度末に比べ11,116百万円の減少

となりました。これは主に立替揮発油税等が減少したことによるものです。

　負債は65,798百万円となり、前連結会計年度末に比べ11,583百万円の減少となりました。これは主に未払揮発油税

等が減少したことによるものです。

　純資産は26,298百万円となり、前連結会計年度末に比べ467百万円の増加となりました。これは主に親会社株主に帰

属する四半期純利益の増加が配当の支出を上回ったことによるものです。

 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は25.8％となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は3,526百万円（前年同四半期末は4,604百万円）となり

ました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、未払消費税等の減少、法人税等の支払などの支出を、減価償却費や税金等

調整前四半期純利益、修繕引当金の増加などの収入が上回ったことにより、1,117百万円の純収入（前年同四半期は

4,887百万円の純収入）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出などにより、767百万円の純支出（前年同四

半期は769百万円の純支出）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは短期借入金の減少や長期借入金の返済による支出、配当金の支払などによ

り、2,175百万円の純支出（前年同四半期は3,636百万円の純支出）となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

＜対処すべき課題＞

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。

　

＜財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針＞

当社は、エネルギー安定供給の一翼を担う昭和シェル石油グループの東日本への石油製品の供給を担当する基

幹石油精製会社であります。今後も昭和シェル石油グループの一員として同グループ各社との連携を一層強化

し、事業の持続的発展をはかるものであります。

　

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,435,000 124,435,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
1,000株であります。

計 124,435,000 124,435,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年６月30日 ― 124,435 ― 8,415 ― 4,687
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(6) 【大株主の状況】

 

平成28年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

昭和シェル石油株式会社 東京都港区台場二丁目３番２号 62,344 50.10

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 2,184 1.76

前　田　陽　太 大阪府 1,697 1.36

時　津　昭　彦 大阪府 1,623 1.30

ＣＧＭＬ ＰＢ ＣＬＩＥＮＴ Ａ
ＣＣＯＵＮＴ/ＣＯＬＬＡＴＥＲ
ＡＬ
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

ＣＩＴＩＧＲＯＵＰ ＣＥＮＴＲＥ， ＣＡＮ
ＡＤＡ　ＳＱＵＡＲＥ， ＣＡＮＡＲＹ ＷＨ
ＡＲＦ， ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ５ＬＢ
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

1,546 1.24

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口4)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,429 1.15

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９番地 1,393 1.12

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　
ＳＭＡＬＬ 　ＣＡＰ 　ＶＡＬＵ
Ｅ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

３８８ ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ ＳＴＲＥＥＴ，
ＮＹ， ＮＹ １００１３， ＵＳＡ
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

1,272 1.02

東亜石油従業員持株会 神奈川県川崎市川崎区水江町３番１号 837 0.67

損害保険ジャパン日本興亜株式
会社

東京都新宿区西新宿一丁目２６番１号 646 0.52

計 ― 74,972 60.25
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　26,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

124,308,000
124,308 同上

単元未満株式
普通株式
101,000

― 同上

発行済株式総数 124,435,000 ― ―

総株主の議決権 ― 124,308 ―
 

(注)　１ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)が含まれておりま

す。

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式146株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜石油株式会社

神奈川県川崎市川崎区
水江町３番１号

26,000 ― 26,000 0.0

計 ― 26,000 ― 26,000 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28月４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けているＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月

１日をもってＰｗＣあらた有限責任監査法人となりました。　
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,094 3,291

  売掛金 2,600 2,305

  たな卸資産 ※1  2,325 ※1  2,117

  立替揮発油税等 43,910 35,961

  その他 2,473 3,293

  流動資産合計 56,404 46,968

 固定資産   

  有形固定資産   

   構築物（純額） 5,767 5,673

   機械及び装置（純額） 13,763 12,244

   土地 19,845 19,839

   その他（純額） 3,167 2,932

   有形固定資産合計 42,543 40,690

  無形固定資産 37 144

  投資その他の資産 4,227 4,293

  固定資産合計 46,808 45,128

 資産合計 103,213 92,096

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 723 385

  短期借入金 16,060 15,160

  未払揮発油税等 40,658 33,297

  引当金 269 280

  その他 9,041 5,516

  流動負債合計 66,752 54,639

 固定負債   

  長期借入金 1,120 560

  特別修繕引当金 2,533 2,800

  修繕引当金 3,597 4,659

  退職給付に係る負債 2,196 2,016

  その他 1,182 1,122

  固定負債合計 10,630 11,159

 負債合計 77,382 65,798
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,415 8,415

  資本剰余金 4,687 4,687

  利益剰余金 10,038 10,784

  自己株式 △4 △4

  株主資本合計 23,136 23,882

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 207 94

  退職給付に係る調整累計額 △225 △221

  その他の包括利益累計額合計 △18 △126

 非支配株主持分 2,712 2,541

 純資産合計 25,830 26,298

負債純資産合計 103,213 92,096
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 16,628 14,343

売上原価 14,138 11,922

売上総利益 2,490 2,420

販売費及び一般管理費 ※1  545 ※1  615

営業利益 1,945 1,805

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 3 3

 受取保証料 5 5

 その他 7 5

 営業外収益合計 17 16

営業外費用   

 支払利息 81 24

 有形固定資産処分損 3 1

 基地利用料 23 10

 その他 9 6

 営業外費用合計 117 41

経常利益 1,845 1,780

特別利益   

 補助金収入 239 412

 受取保険金 26 36

 その他 - 2

 特別利益合計 266 451

特別損失   

 原油漏えい関連費用 - 142

 PCB処理費用 1 -

 特別損失合計 1 142

税金等調整前四半期純利益 2,110 2,089

法人税、住民税及び事業税 443 951

法人税等調整額 502 △155

法人税等合計 946 795

四半期純利益 1,164 1,293

非支配株主に帰属する四半期純利益 112 50

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,051 1,243
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 1,164 1,293

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 22 △112

 退職給付に係る調整額 38 4

 その他の包括利益合計 60 △107

四半期包括利益 1,225 1,185

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,112 1,135

 非支配株主に係る四半期包括利益 112 50
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,110 2,089

 減価償却費 2,480 2,435

 有形固定資産除却損 3 1

 引当金の増減額（△は減少） 6 12

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △265 △179

 修繕引当金の増減額（△は減少） 1,139 1,062

 特別修繕引当金の増減額（△は減少） 65 266

 受取利息及び受取配当金 △4 △4

 支払利息 81 24

 売上債権の増減額（△は増加） 89 294

 たな卸資産の増減額（△は増加） 152 208

 立替揮発油税等の増減額（△は増加） 15,256 7,949

 仕入債務の増減額（△は減少） △418 △338

 未払費用の増減額（△は減少） △270 △193

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,370 △2,262

 未払揮発油税等の増減額（△は減少） △14,126 △7,360

 その他 △99 △938

 小計 4,830 3,065

 利息及び配当金の受取額 6 6

 利息の支払額 △130 △67

 法人税等の支払額 △56 △1,888

 法人税等の還付額 237 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 4,887 1,117

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △759 △739

 その他 △9 △28

 投資活動によるキャッシュ・フロー △769 △767

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △2,300 △900

 長期借入金の返済による支出 △719 △560

 配当金の支払額 △497 △497

 非支配株主への配当金の支払額 △119 △220

 その他 0 2

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,636 △2,175

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 481 △1,826

現金及び現金同等物の期首残高 4,123 5,352

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  4,604 ※1  3,526
 

 

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

四半期報告書

14/21



【注記事項】

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方

法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処

理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映さ

せる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社

株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載

し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却

に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法

に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１　たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

商品及び製品  0百万円  0百万円
原材料及び貯蔵品  2,324  2,116 

 

　

 
(四半期連結損益計算書関係)

　

　※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金額は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
 至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
 至　平成28年６月30日)

給与手当  45百万円  77百万円
租税公課  126  119 

賞与引当金繰入額  107  102 

役員報酬  55  62 

退職給付費用  1  △0 

役員賞与引当金繰入額  3  4 
 

 
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　　

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
 至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
 至　平成28年６月30日)

現金及び預金  4,206百万円  3,291百万円
預け金  397  234 

現金及び現金同等物  4,604  3,526 
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(株主資本等関係)

 

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

 

１． 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月23日
定時株主総会

普通株式 497 ４ 平成26年12月31日 平成27年３月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日）

 

１． 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月28日
定時株主総会

普通株式 497 ４ 平成27年12月31日 平成28年３月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益計
算書計上額
（注）２石油事業 電気事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 10,908 5,720 16,628 ― 16,628

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

4,901 1,700 6,602 △6,602 ―

計 15,810 7,420 23,230 △6,602 16,628

セグメント利益 1,383 561 1,945 ― 1,945
 

　　(注）１　調整額はセグメント間取引消去であります。

　　　　 ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益計
算書計上額
（注）２石油事業 電気事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 10,032 4,311 14,343 ― 14,343

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

3,046 1,193 4,240 △4,240 ―

計 13,079 5,504 18,584 △4,240 14,343

セグメント利益 1,575 230 1,805 ― 1,805
 

　　(注）１　調整額はセグメント間取引消去であります。

　　　　 ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
 至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
 至　平成28年６月30日)

　１株当たり四半期純利益（円） 8.46 9.99

　（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 1,051 1,243

　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益（百万円）

1,051 1,243

　普通株式の期中平均株式数（千株） 124,409 124,408
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

四半期報告書

19/21



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月８日

東 亜 石 油 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　 小　林　　昭　夫   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　加　藤　　達　也   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　大　橋　　佳　之   印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜石油株式会

社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜石油株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　 上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

四半期報告書

21/21


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

